姫路港網干沖小型船舶係留施設（網干沖ボートパーク）
指定管理者募集要項　様式集
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応　募　書　類　一　覧
	
	応募書類
	様式・枚数制限
	電子
データ
	提出部数

	
	
	
	
	正
	副

	１

	姫路港網干沖小型船舶係留施設（網干沖ボートパーク）指定管理者指定申請書
	様式１：１枚
	１
	１
	６

	２
	法人等の概要１
	様式２：１枚
	１
	１
	６

	３
	法人等の概要２（グループ応募の場合のみ）
	様式３：1枚
	１
	１
	６

	４
	共同事業体協定書兼委任状
（グループ応募の場合のみ）
	様式４：1枚
	１
	１
	６

	５
	宣誓書
	様式５：1枚
	１
	１
	６

	６
	事業計画書、収支予算書、利用料金の設定案
	様式６～８：項目ごとに指定あり
	１
	各１
	各６

	７
	・法人又は団体の定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類
・役員の氏名、住所及び略歴を記載した書類
・法人又は団体のパンフレット
	任意
	各１
	各１
	各６

	８
	・応募書類を提出する日の属する事業年度の法人等の事業計画書又はこれに類する書類及び過去２か年の事業報告書
	任意
	各１
	各１
	各６

	９
	○法人にあっては、
　・法人の登記簿謄本
　・納税証明書
　　1) 兵庫県税：納税証明書（３）
　　　　税目「５　全税目（個人県民税及び地方消費税を除く）」

　　2) 国税：納税証明書（その３の３）

　・過去３年間の
1) 法人税納税証明書及び消費税納税証明書
2) 貸借対照表
3) 損益計算書
○その他の団体にあっては、
　・応募書類を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び過去2か年の収支決算書
	任意
	-
	各１
	各６


※１　各様式について、枚数制限を超えたものについては、審査対象から除外しますので、各様式の枚数制限にご注意ください。
※２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とします。別紙を用いる場合もこれに準じてください。
※３　電子データはワード又はエクセルで作成し、データをＵＳＢメモリに納めて提出してください。
【様式１】
	姫路港網干沖小型船舶係留施設（網干ボートパーク）指定管理者指定申請書
令和　　年　　月　　日　　
兵庫県知事　齋藤　元彦　様
申請者　所在地
　　　　法人・団体名　　　　　　　　　　　　
　　　　代表者役職・氏名　　　　　　　　　　
　　
　次のとおり姫路港網干沖小型船舶係留施設（網干沖ボートパーク）の指定管理者として指定を受けたいので申請します。

	申　請　者
	ふりがな
名　称
	　
　

	
	所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL．（　　　）　　　―　　　　

	
	代表者
	ふりがな
氏　名
	　
　
	職　名
	　

	
	
	住　所
	TEL.（　　　）　　　―　　　　

	
	種　別
	　　□法人(種類　　　　　　　　　)　　　　□法人以外の団体

	併せて提出する書類
	□法人等の概要１
□法人等の概要２
□共同事業体協定書兼委任状
□宣誓書
□事業計画書
□収支計画書
□利用料金の設定案

その他
□寄附行為等
□パンフレット等
□事業報告書等
□法人登記簿
□納税証明書等
□貸借対照表・損益計算書
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	備考
	　


注　該当する□の中にレ点をつけてください
【様式２】
法　人　等　の　概　要　１
（令和　　年　　月　　日現在）
（単独法人等、又はグループの代表法人等用）
	ふりがな
法人等名
	　
　

	所 在 地
	〒

	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	代 表 者
	

	設立年月日
	　　　　　　　年　　　　月

	沿　　革
	

	業務内容
	

	主な実績
	

	財政状況
（過去３年間について記入してください）
	年　度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	
	総収入
	
	
	

	
	総支出
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	連絡担当者
	【氏　名】
【ＴＥＬ】
【E-mail】
	【所　属】
【ＦＡＸ】


【様式３】
法　人　等　の　概　要　２
（令和　　年　　月　　日現在）
（構成団体用）
	ふりがな
法人等名
	　
　

	所 在 地
	〒

	ＴＥＬ
	

	
	
	ＦＡＸ
	

	代 表 者
	

	設立年月日
	　　　　　　　年　　　　月

	沿　　革
	

	業務内容
	

	主な実績
	

	財政状況
（過去３年間について記入してください）
	年　度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	
	総収入
	
	
	

	
	総支出
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	連絡担当者
	【氏　名】
【ＴＥＬ】
【E-mail】
	【所　属】
【ＦＡＸ】


※　構成団体毎に作成してください

【様式４】
共 同 事 業 体 協 定 書 兼 委 任 状
（グループ応募）
令和　　年　　月　　日
　（申請先）
　　兵庫県知事　齋藤　元彦　様
共同事業体名
　代表者　所　 在 　地　　　　　　　　　　　　
　　　　　法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　
	件　　名
	　施設名　　姫路港網干沖小型船舶係留施設　　指定管理者


　上記件名の公募に参加するため、募集要項に基づき、共同事業体を結成し、兵庫県との間における下記事項に関する権限を代表に委任して申請します。
　なお､当該件名の指定管理者に指定された場合は､各構成団体は指定管理者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務の履行に関し､連帯して責任を負います｡
	共同事業体の名称
	

	共同事業体の代表者
（受任者）
	＜代表構成団体＞
所　 在 　地　
法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	共同事業体
事務所所在地
	

	共同事業体の構成団体
（委任者）
	＜構成団体＞
所　 在 　地　
法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	＜構成団体＞
所　 在　 地　
法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	共同事業体の成立、解散の時期及び委任期間
	令和　　年　　月　　日から当該指定管理者の指定終了後３か月を経過する日まで。ただし、当共同事業体が上記件名の指定管理者とならなかった場合はただちに解散します。また当共同事業体の構成団体の脱退又は除名については、事前に県の承認がなければこれを行うことができないものとします。

	委 任 事 項
	１　指定管理者の指定の申請に関する件
２　協定締結に関する件
３　経費の請求受領に関する件
４　契約に関する件

	そ の 他
	１ 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。
２ この協定書に定めのない事項については、構成団体全員により協議することとします。


（備考）共同事業体を結成して公募に参加する場合はこの様式を提出してください。
　　　　また、グループを構成する法人間における出資等の相互連携関係及び役割分担を示した資料を添付して下さい。共同事業体の構成法人等の数が３者を上回る場合は、この様式に準じて様式を作成してください。
【様式５】
宣　　　誓　　　書
令和　　年　　月　　日
　（申請先）
　　兵庫県知事　齋藤　元彦　様
（申請者）
所　 在 　地　
法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　
　以下の事項について相違がないことを約束します。
ア　地方自治法施行令第167 条の４の規定に該当しないこと
イ　兵庫県から指名停止処分を受けていないこと

ウ　会社更生法、民事再生法に基づく更生又は再生手続きを開始している者でないこと
エ　法人税、県税、消費税及び地方消費税等納付すべき税金を滞納していないこと
オ　暴力団による不当な行為の防止等に関する法律）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過する者でないこと
カ　営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人がオに該当する者でないこと
キ　法人であって、その役員のうちにオ・カのいずれかに該当する者がいないこと
ク　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者がその事業活動を支配する者でないこと
ケ　その者の親会社等（その者の経営を実質的に支配することが可能となる関係のある者）がオからクまでのいずれかに該当する者でないこと
コ　指定管理者候補者選定委員会委員及び公募事務に関与した者及びこれらの者と利害関係を有する者でないこと
サ　兵庫県、他の自治体を問わず、指定管理者の取消しを受けた者でないこと
シ　特定非営利活動法人については、特定非営利活動促進法第42条の規定に該当する者でないこと　
２　その他、申請書等の記載に関する一切のこと。
【様式６】
事　業　計　画　書
１　施設の維持管理

	（１）管理運営に当たっての基本方針
施設の設置目的を踏まえたうえで、管理運営の方針を記載してください（２枚以内）。

	


	（２）施設等の保守・点検、清掃及び修繕等
　次の各項目について記載してください（計２枚以内）。

	・施設、設備の保守・点検及び修繕（大規模修繕を除く）の実施計画

・敷地内の清掃等環境整備についての実施計画




	（３）非常時・緊急時の体制

　次の各項目について記載してください（計２枚以内）。

	・事故及び災害発生時の対応方法
・緊急時に備えた訓練や研修の実施計画




２　利用者への対応

	（１）利用者サービスの向上等

　次の各項目について記載してください（計４枚以内）。

	・利用申請、料金の徴収、経理等など利用にあたっての事務の実施計画（利用の事務を行う日や窓口受付時間についても記載してください）
・利用者への情報提供についての取組み
・利用者のサービスや満足度の向上策についての実施計画
・利用者に対する施設利用の指導及び調整の実施計画


	（２）利用者が安全に利用できる環境づくり

　次の各項目について記載してください（計３枚以内）。

	・水域利用のマナー・ルール周知を図り、意識啓発を図ることについての方策

・利用者がプレジャーボートを安全に運航するための取組み
・保管艇の盗難防止等に関する取組み


	（３）施設の利用促進策
次の各項目について記載してください（２枚以内）。

	・利用者ニーズの把握方法
・利用率の向上に向けた取組み


	（４）地元（自治会、周辺漁業者等）との調整・連絡

　プレジャーボート利用者と地元（地域住民、自治会、漁業者等）との共存方法やトラブルがあった際の連絡調整方法について記載してください（２枚以内）。

	

	（５）苦情・要望に対する対応
　苦情・要望の把握、対応方法、県への報告などについて具体的な体制を示したうえで、記載してください（２枚以内）。

	

	（６）個人情報保護対策
　個人情報保護対策について記載してください（２枚以内）。

	

	（７）提案自主事業

　自主事業の実施計画がある場合は、記載してください（２枚以内）。

	


３　組織運営体制

	（１）専門的知識・技術等の人的能力、人材育成

　次の各項目について記載してください（２枚以内）。

	・管理業務を行う組織に関する事項（組織図に記載された職員全ての雇用関係、勤務体制を明示し、各業務に従事する員数、指揮命令系統が分かるように具体的に記載してください。現場体制とともに、現場以外の管理支援体制も併せて提案してください。）
・本件管理業務を適正に実施できる専門的知識、技術等の人的能力、組織及びノウハウ並びに人材育成の方法・取組み


	（２）類似施設の運営実績等

　ボートパーク及びマリーナ等の管理運営の実績（経営年数・規模、人員（従業員等の資格、経験年数等を含む）・組織等執行体制、運営方法等について記載して下さい。実績のない団体にあっては、今後、指定管理業務を開始するまでに、本件管理業務を適正に実施できる能力を具備するための方法・取組を具体的に説明して下さい（２枚以内）。

	


【様式７】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（１／２）

管理運営に係る収支予算書

収　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項　　目
	８年度
	９年度
	10年度
	11年度
	12年度

	使用料収入
	
	
	
	
	

	その他の収入
	
	
	
	
	

	合　計（Ａ）
	
	
	
	
	


支　　出 （管理に要する経費）　　                                  （単位：千円）

	項　　目
	８年度
	９年度
	10年度
	11年度
	12年度

	人件費
	
	
	
	
	

	事務所経費
	消耗品費
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	
	
	

	
	その他経費
	
	
	
	
	

	修繕費
	
	
	
	
	

	委託料（外部委託）
	
	
	
	
	

	使用料・賃借料
	
	
	
	
	

	負担金
	
	
	
	
	

	租税公課
	
	
	
	
	

	その他経費
	
	
	
	
	

	合　計（Ｂ）
	
	
	
	
	


※　詳しい積算根拠を必ず添付してください。

収支差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	項　　目
	８年度
	９年度
	10年度
	11年度
	12年度

	収支差額（Ａ）－（Ｂ）
＝県への還付額
	
	
	
	
	

	（参考）

区分

県への還付金(最低限度額)
（Ａ）－（Ｂ）

R８年度

7,176,000円

R９年度

7,176,000円

R10年度

7,176,000円
R11年度

7,176,000円
R12年度

7,176,000円
· 令和８年度～令和12年度の提案額は、それぞれ１年分の提案額を記入してください。

· 県への還付額は、各年度ごとに、左の表の額以上の額としてください。


（２／２）

	利用料金収入実績額から管理に要した経費を控除した収支差額が協定に定める還付額を下回り赤字になった場合の対処方法について記載してください（１枚以内）。

	


【様式８】
	利用料金についての考え方及び設定案について記載してください（２枚以内）。
※　兵庫県港湾施設管理条例に定める基準額に0.5を乗じて得た額から1.5を乗じて得た額の範囲内で、指定管理者が定めた額とします。この場合において、指定管理者は、あらかじめ当該利用料金の額について知事の承認を受けなければなりません（基準額と異なる利用料金を定めるには、相応の合理性が必要となります）。

	


【様式９】
現 地 説 明 会 参 加 申 込 書

令和　　年　　月　　日

法人・団体名　
所　在　地　

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふり),担当者)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(がな),氏名)
所属・職名

電話番号
Ｆａｘ

E-mail

  下記の施設の指定管理者の施設説明会への参加を、下記のとおり申し込みます。

施設名　　　姫路港網干沖小型船舶係留施設　　　
	団　体　名
	

	参加者氏名
	

	
	


＊　この申込書は、令和７年７月30日（水）までに、E-mailにて提出してください。
＊　E-mailに添付して送付される際に、開封確認等で着信を確認してください。

＊　E-mail: kouwanka@pref.hyogo.lg.jp

【様式10】
質　　問　　票

法人・団体名

担当者名

連絡先（電話）

（ＦＡＸ）

（Ｅ-mail）

	受付番号
	
	
	質問番号
	／

	　　
項 目
	【対象施設名】　姫路港網干沖小型船舶係留施設

【資料名】：募集要項・様式集

その他（　　　　　　　　　　　）

【ページ・項目】：　



	内 容
	


＊　受付番号は入力不要です。
＊　質問事項は、本様式１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。なお、質問が複数の場合は通し番号を記入してください。

　　＊　E-mailに添付して送付される際に、開封確認等で着信を確認してください。

＊　E-mail: kouwanka@pref.hyogo.lg.jp
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2

